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※札幌市との包括連携協定に基づく事業の一つとして実施。 

 

１. 連携先 

   札幌市 

    

２. 連携事業における地域の課題及び課題解決に向けて設定した目標 

札幌市の地域課題の中で最も大学が取り組むべきテーマであり、包括連携協定の目的としても

掲げた「人口ダム機能の形成」を連携事業のテーマとした。 

その上で以下の取り組みを通じ、それぞれに目標を設定している。 

1 人口減少下における政策立案に関する事項 

(1) 人口ダム機能に関する共同研究（札幌 INDEX・札幌 PARTNERSHIPプロジェクト） 

2025年度は、札幌市の人口ダム機能形成を目的とした主観的・客観的指標を抽出するこ

とを目標として、以下の内容に取り組む。 

① 札幌における人口ダム機能の定義の明確化 

② 共同研究のフレームワークの抽出 

③ 学生等の若者世代の意識調査 

 

2 人材の育成及び地元定着に関する事項 

(1) 学生による札幌「まちづくり」プロジェクト 

(2) 札幌市出前授業：北海商科大学 特殊講義Ⅲ（北海道創生プログラム A） 

(3) 札幌マチヅクリ大学、札幌ひとづくりカレッジ（大学と民間企業等との連携による公益的事業の

推進補助金の活用） 

 

3 その他 

双方から適宜、相談等があった場合に取り組む。「SAPPOROダッシュボード」の作成に関するア

ドバイス 

 

３. 事業の内容 

 

 本事業では札幌市まちづくり政策局などと連携し、札幌市の人口減少課題に関する研究会、およびまち

づくりに関するインディックス制作に向けた検討などを行った。また、有志の学生による「学生による札

幌「まちづくり」プロジェクト」を実施し、人口減少課題およびオーバーツーリズムについての調査・検

討を進め、今後市長向けのプレゼンテーションも実施することとしている。 


